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となった韓米ＦＴＡ やや詳細に扱った。まず、交渉開始時の激し反対運動、交渉開始後約一〇ヵ月の短い交渉期間での妥結を描いた。コメ以外の農産物開放という高度の市場開放は土壇場での政治決着の結果であるが、これは大統領 英断によるものであることに触れた。批准への動きが鈍い要因としては韓国市場における牛肉、自動車の扱いを挙げた。関税引き下げの 期的影響分析の結果、韓国の利益が多い の結論を得た。第三国への影響は 日本が最大であった。
第六章では、その他の未発効のＦ
ＴＡについて見た。 ＥＵＦＴＡ交渉は当初速いペースで進行した 、韓米ＦＴＡ並みの高い譲許水準が求められれペースが落ち、世界同時不況後のＦＴＡ政策てこ入れの流れの中で再び加速した。短期的影響は韓米ＦＴＡに比べて大きい。ＥＵの対韓輸出増加額は約四五億ドルで、韓国側の利益の方が少ないことがわかった。第三国への影響は、日本最大であり、次いで中国、アメリカの順となる。日韓ＦＴＡについては、韓国の慎重な交渉姿勢、利益均衡の重視に触れ、交渉中断とその 経緯を概観した。中でも 李明博政権の日韓ＦＴＡに対す 姿勢が盧政権よりも前向きであることに注目した。
短期的影響測定の結果、日韓それぞれの利益に著しい不均衡が生じることが分かった。第三国への影響をみると、ＥＵが最大であった。インドとのＦＴＡは日本に先駆けて二〇〇八年八月に正式署名がなされた。関税譲許の水準 低いこと、インドへの自動車は適用除外となったものの、自動車部品 関税引き下げ対象になるなど、インドの実情に合わせた合意内容となったことに触れた。また、韓中ＦＴＡについては、警戒感が増しており、韓国が推進をためらっていることを描いた。韓国側に年間二～三ポイ トと、比較的大きな成長加速効果がもたらされるとの研究結果が一般的だが、中国関税払い戻しの効果を勘案し、韓国側の利得が予想を下回る可能性 ついて言及した。
第七章では、韓国のＦＴＡの果敢
さ、ポイントを絞った交渉スタイル、柔軟かつ実用的なＦＴＡ活用法などの長所を指摘した。一方で短所としては国内産業対策の不足、思いつき的なＦＴＡ活用、競争産業の差別化不足などを指摘した。ま 、韓国のアメリカやＥＵなど巨大経済圏とのＦＴＡが発効すると、日本の受ける被害は大きく、それを回避するために日韓ＦＴＡの早期締結を提唱した。
本書が現在進行中の事象を扱った
ために初稿執筆後の後発事象については十分触れられていない。しかしながら、本書が今後もさらなる広がりを見せる韓国のＦＴＡを考えるための一助となれば幸いである。
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